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 資料７ 

  
第１回 建設業等の国際展開支援フォーラム 各委員発言概要＜項目別＞ 

 
Ⅰ 建設業の海外展開に関する現状等に関するもの 
・ 海外においては、契約でどんなに詳しく書いておいたとしても、いざ問題が発生した場合には、

それが守られることは少ない。欧米諸国との間ですら、相手側が不利になると何とか抜け穴を見

つけて、問題の解決を図ろうとする傾向があるので、我が国の建設業等が国際展開の対象として

いこうとする国々においては、そのような面により一層注意していく必要がある。 
・ 抜本的・長期的な建設業等の国際展開の支援策を考えるに当たっては、日本の建設市場の 

あり方が海外のそれとは異なった性質を有していることを十分に理解した上で考えていく必要

がある。 

・ 企業に国際競争力がないということは、企業の経営力の問題である。しかし、産業に国際競

争力がないというのは、企業経営力のレベルを超えた話であり、産業構造や産業システムの問

題として捉えなければならない。建設産業の国際競争力の向上は、国際建設市場の実態を国際

建設市場の実態と比較して、相違を明らかにするといった方法から入る必要がある。 

 ・ 現下の金融危機が実体経済に影響を与えることは必至であるため、全ての産業がグローバルな

成長を阻害されることになる。そういう厳しい状況の中で国際展開が、どういう位置付けになる

かを議論したい。 
 
 
Ⅱ 本フォーラムにおいて今後議論を頂く各課題に関するもの 
 (1) 我が国が優位性を持つ建設技術の確認とその強化 
・ 建設業等の国際展開を活性化するためには、トヨタやソニーが持っているような「日本ブラン

  ド」を建設分野でも高める必要がある。したがって、国、企業ともに大臣や社長自身が行うトッ

  プセールスが重要。我が国が強みを持つ分野としては、例えば、環境技術、高度な交通網・交通

  拠点の整備、世界を先取りしている高齢化対応（火葬施設等）などが挙げられるのではないか。 
・ よく「メード・イン・ジャパン」戦略というが、建設技術については、どこにいても日本の技

  術を生かしていくことが重要なので、むしろ「メード・バイ・ジャパン」戦略とすべき。 
・ 設計コードは日本語でしか作られていないため、海外での日本の設計コードの普及・利用の障

  害になっている。設計ツールとしての計算ソフトを国際的に汎用性のあるものにしていくことも

  重要である。 
・ 技術優位性の確立という概念も重要。技術のネットワークをつくり、それを国際標準化してい

  くという戦略が必要ではないか。 
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 (2) 海外建設事業における収益性の向上やその円滑な実施を妨げる障害の除去 
・ ＢＩＴやＥＰＡなどで各種の措置が講じられているとはいえ、一企業が外国政府と争う場合、

  別件で仕返しを食うなどの懸念もあるので、問題の解決のためには日本国政府が援助を行うこと

  が重要。相談窓口等を設置するなど、具体的なバックアップ体制を検討することが必要。 
・ 事故があったというだけで日本の建設技術の評価が下がるということはなく、むしろ、後始末

  をきちんと行うことでその信頼感が増すというようなこともあると考えている。 
・ 今回のフォーラムの設置はありがたいと思う一方で、国交省がこの問題に真剣に取り組んでく

  れるのか注目している。外務省や経済産業省、あるいは大使館だけでなく、国交省がもう少し窓

  口的な役割を果たしてもらえれば助かると感じている。 
・ わが国の建設企業の海外展開という観点で、大使館による支援がもっとあっても良いのではな

  いかという問題意識を持っている。 
・ 土木工事の粗利益率が5％程度と低いレベルになっており、営業利益が出ていない状況が数年

  にわたり続いているため、建設業の国際展開が株式市場では評価されにくい状況が続いているが、

  どういった障害を除去すれば国際展開を前向きに評価できるようになるかという点を検討した

  い。 
・ 海外事業は、一定のリスクマネジメントを行ったとしてもリスクが高いので、保険制度など

  を含め、そのような方面での支援が充実すればありがたい。 
・ 業界として本フォーラムに期待していることは、国際建設ビジネスにおける契約の問題にどの

  ように対応するかということである。ある国の空港工事の事例では、こちらが受注者としての責

  任をほとんど果たしていたにも関わらず、支払がなされなかったため、仲裁に持ち込んで勝った

  が、それでも通用しないという状況である。資材高騰、為替変動等のリスク面も含め、政府の対

  応に期待したい。 
・ 既に各建設会社が取り組んでいるところだが、海外事業における事業リスクを限定させていく

観点で、プロジェクトマネージメント能力、具体的には工程管理、原価管理、採算管理、クレー

ム交渉力等に関する能力の強化を行っていく必要がある。また、その強化を現場任せにせず、本

社が横串を入れるような形で関わっていくことが必要である。 
 

 (3) 業務の幅を拡げるような新しいビジネスモデルの創造 
・ 海外においては、日本のコンサルタントは現地人を現場責任者に据えていることが多いためか

日本の建設企業と必ずしもうまく連携できていない場合がある。 
・ 新たな高速道路を利用した実証実験として、ＩＴＳの利用、貨物専用車線や電気自動車の利用 

など新たな取組を行う予定だが、こうした取組みの成果は国内だけでなく海外でも役立つものと

考えている。経験豊かな他の会社と一緒に、自社の技術力を活かした事業展開をしていくことが

必要。
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・ 国内ではコンサルタントは調査等の「発注者の手伝い」が主体であるが、海外ではプロジェ

 クトマネジメントや事業企画、施工管理等の「一貫したサービス」が求められるというように、

 国内と海外でのコンサルタントの役割が異なっていることから、内外のシームレスな対応がで

 きなかった。こうした業務を遂行する力を海外事業だけで確保することは難しいので、国内で

 も海外と類似の業務を実施できるような環境整備を望みたい。 
・ 環境に影響を与える大型インフラ案件はＯＤＡ案件でも受注が難しくなりつつある中、ＰＦ

Ｉ・ＰＰＰなど民間のファイナンスを含んだ事業に進出していく必要があると考えている。そ

の際、単にお客様から受注するだけでなく、事業主体として参加していくことが重要であると

考えている。 
・  道路、鉄道、電力等の公共セクターに蓄積されているインフラ整備のノウハウを活用するため、

これらの公共セクターと建設企業がコンソーシアムを組むなどの対応を行うべきではないか。 
 

 (4) 国際建設市場に対応する人材の確保 
 ・ 海外では、日本人とローカルスタッフがペアを組まないと仕事にならないので、いわゆる日

本びいきの外国人を見つけて、それと組んで上手に仕事をしていくことが重要ではないか。 
 ・ 大学の学部レベルから海外業務に従事できるような人材を生み出していく努力を行っていかな

  ければならないが、そのためには、企業と大学が信頼感をもって人材育成を行う必要がある。 
・ 学者同士が電話一本でつながるような人的関係を構築し、気軽に情報交換を行えるようにする

  ことや、建設産業に携わる各国の人材が若い段階から活発に交流を行えるようにすることを目的

  したフォーラムを創設したが、このような活動への支援策についても考えていくべきではないか。

 ・ 海外の現地の大学は、日本に比べて技術力は高くなくとも、大学はその国で最高水準の技術者

  を輩出しているところである。例えばタイなどでは大学の社会的地位は非常に高い。現地で発生

  する諸問題への対応として、こうした大学の活用を長期的な観点から考えていくべき。 
 ・ 建設業等の国際展開を支える人材については、例えば、「プロジェクト・マネジメント・スペ

  シャリスト」という国際スタンダードがあるので、そのような資格の設計にしっかり準拠して、

  当該資格を取得できるような人材を育成する必要がある。 
 
 (5) 意欲と能力のある専門・地方・中小建設企業の海外進出の促進 
・ 支援のターゲットとして中小企業まで取り込んで本当にうまくいくのかについて、十分に検討

  することが必要。 
 
 



 

4 

 (6) その他（我が国の建設業等の海外展開支援全般について） 
 ・  海外事業を展開する上では、現地の人材とのコミュニケーションを円滑に行うことは非常に重

  要であると考えるが、中でも言葉の問題がかなり重要な要素を占めている。日本語の壁によりコ

  ミュニケーションギャップが生じてしまうということに留意する必要がある。英語力のレベルア

  ップについて検討する必要。 
・ 全般的に「国際情報力」というべきものが不足している。我が国建設業が88カ国に展開してい

  ても、例えば、アルジェリアやＵＡＥ等について、どの程度の情報を有しているのか。カントリ

  ーリスクを含めた地政学的リスクに関する情報ネットワークを構築することが重要ではないか。 
 ・ 建設プロジェクトの海外展開のための司令塔がおらず、総合的な戦略が欠けている状況。この

  ため、例えば、個別プロジェクトの実施に関連した関係機関への抗議もうまくできていない。軍

  事と結び付けてでもプロジェクトを取ろうとするようなところもある。国を挙げてプロジェクト

  を作っていくという力を養っていく必要がある。 
 

 
Ⅲ 本フォーラムの運営に関するもの 

・ 企業のグローバル展開への支援一般については、既に経団連などの場でも話し合われてい 
ることなので、この場で議論すべき問題は、そういうものの中で建設業の海外展開にとって重要

なものとして強調する必要があることは何かということである。 
・  ワーキンググループと親委員会において、検討を行う内容の役割分担を適切に行うことが 

必要。 
 ・  このようなフォーラムにおける検討は、中途半端な形で終わらせるべきではなく、長期的で整

合性のある形で行っていく必要がある。 
・  建設業の国際展開を論じるに当たっては、即効性のある対策と抜本的・長期的な対策を区 
別して考えるべきである。 

 
 
Ⅳ  その他 
  ・ 我が国の企業が海外で事業を行う上での課題として、海外出張に出かけにくいということがあ

る。経済成長している地域へ直行便が飛んでおらず、羽田から韓国に行き、各地へ飛び立つ方が

便利というような状況なので、航空便の利便性を高めるようなことはできないか。 

  ・ 国、企業ともに大臣や社長自身が行うトップセールスが必要と考える。 
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Ⅴ  フォーラム後の追加コメント 

 ・ 海外工事においては、数の上でも質の上でも、スーパーバイザーや熟練工の確保に苦労する

ことが多い。国・地域によっては、大規模プロジェクトの施工に際して、現地では必要な人材の

ごく一部しか集められないこともある。このような場合には、多くの人材を日本あるいは第三国

（アジア諸国等）から連れていかなければならない。こういったスーパーバイザー・熟練工の確

保の問題に対応するため、外国人研修・技能実習制度を活用し、外国人の技能工の育成を強く進

めてもらいたい。そうすることで、彼らが本国に帰国後も、第三国を含めた将来のプロジェクト

において活躍することが期待される。 
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